中川町商工業活性化推進条例における　返還規程

[bookmark: _GoBack]・本条例の補助金等の交付を受けた者又は受けようとする者が、次の事項に該当したときは、補助金等交付決定の取消し又は減額若しくは全部又は一部を返還させることができるものとする。ただし、特別な事由があると町長が認めたときはこの限りでない。
(１)　商工業経営を廃止したとき。※１
(２)　経営安定支援補助金の人材育成を受けた職員を解雇又は退職したとき。※１
(３)　新規開業者が正当な理由なく期限内に廃業したとき※２
(４)　新規開業予定者が正当な理由なく期限内に開業しないとき※２
(５)　事業承継者が正当な理由なく期限内に承継しないとき※２
(６)　経営安定支援助成金により購入した機械装置、設備、施設などを、目的に反して使用し、譲渡し、交換し、又は貸し付けたとき。若しくは正当な理由なく廃棄、閉鎖したとき。※１
(７)　事業計画等の目的が十分に達成されないとき。
(８)　町内に住所を有しなくなったとき、又は中川町商工会の会員でなくなったとき。 
(９)　町税等を滞納したとき。
(10)　不正行為により補助金等の交付を受けたとき。
(11)　正当な理由がなく事業評価報告書を提出しないとき
(12)　その他交付条件に違反したとき。

※１を付記している事項については下記の区分に従い返還額を算定する。
(１)　補助金交付日から3年以内に上記に該当した場合・・・・	　全額返還
(２)　　　　〃　　　　3年を超え5年以内に上記に該当した場合	　半額返還
(３)　　　　〃　　　　5年を超えて上記に該当した場合・・・・	　返還不要

※２を付記している事項についてはその事項が発生した月まで遡及し返還額を算定する。


